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第１章 はじめに 

 

１ 計画策定の趣旨 

近年の気候変動に伴う台風の強力化や集中豪雨の頻発等を起因とする暴風災害や洪水、土砂災害と

いった災害の多様化に加え、今後３０年以内に７０％程度の確率でマグニチュード７クラスの地震が

発生すると推定されている首都直下地震など、「大規模自然災害」の発生リスクが高まっています。 

平成２５年１２月１１日に公布・施行された、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・

減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」の前文では、東日本大震災の発生及

び、南海トラフ地震、首都直下地震、火山噴火等の大規模自然災害等の発生のおそれを指摘した上で、

「今すぐにでも発生し得る大規模自然災害等に備えて早急に事前防災及び減災に係る施策を進める

ためには、大規模自然災害等に対する脆弱性を評価し、優先順位を定め、事前に的確な施策を実施し

て大規模自然災害等に強い国土及び地域を作るとともに、自らの生命及び生活を守ることができるよ

う地域住民の力を向上させることが必要である。」としています。 

このため、大規模自然災害が発生しても機能不全に陥らないよう、平時から大規模自然災害等に対

する備えを行う地域づくりを推進して、「強さ」と「しなやかさ」を備えた安全・安心な国土・地域・

経済社会の構築を目指し、現行の防災対策のみならず、まちづくりや産業施策を考慮に入れた「栄町

国土強靭化地域計画」（以下「地域計画」という。）を策定するものです。 

今後は、本地域計画を基本として、国土強靭化に関する施策を推進し、強靭な地域づくりを計画的

に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国土強靱化基本計画のイメージ（ 国土強靱化出前講座資料より抜粋） 
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２ 本町の地域特性 

 

（１）自然特性 

ア 位置・面積 

本町は、千葉県の北部、利根川流域に位置し、東は成田市、南は印旛沼、西は印西市、北は利根

川をはさんで茨城県河内町に接している。 

また、東京都心からは４５ｋｍ圏に入り、千葉市から３５ｋｍ、成田国際空港から１０ｋｍのと

ころに位置し、総面積は３２．５１ｋ㎡である。 

 

イ 地形 

本町は、千葉県北部に広く分布する「下総台地」と呼ばれる洪積台地と、利根川及び長門川によ

って開析された沖積低地に分けることができ、東西に約１２ｋｍ、南北に約５ｋｍで東西に細長く、

東部一帯は高台で、山林、畑が多く、南部及び西北部は平坦で、豊かな水田地帯が広がっている。 

低地部は標高２～５ｍ程度の平坦な地形面を形成し、台地部は標高２０～３０ｍ程度で、樹枝状

に形成された支谷が多く見られ、起伏の多い地形面となっている。 

また、町内を流れる河川は、一級河川の利根川と、その支流であり、利根川と北印旛沼とを連絡

する役割を果たす一級河川の長門川、利根川の旧派川である将監川が流れており、安食付近では利

根川から北印旛沼に流入する長門川、将監川によって逆三角州（逆デルタ）が形成されている。 

 

ウ 気象 

本町の気候は、平年値では、年間平均気温が１５．５度、年間降水量が１，４７９．４㎜、年間

平均風速が３．５ｍ/秒となっている。 

なお、近年は、猛暑日や大雨の発生数の増加、台風の大型化など、異常気象のリスクが高まって

きており、令和元年秋に本町を襲った台風や大雨では、台風１５号の影響により、９月９日未明に

瞬間最大風速４５．８ｍ/秒の暴風を記録し、１日の降水量が１５０㎜を超えたほか、台風１９号

では、１０月１２日夜に瞬間最大風速３０．９ｍ/秒の暴風を記録している。 

また、１０月２５日の大雨では、１５時０１分に最大１時間降水量５０．５㎜の雨量を記録し、

１日の降水量も１９３㎜に達している。 

（出典：気象庁発表の成田観測所気象データ。平年値は2016～2023年の8年間の平均値。） 
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（２）社会・経済特性 

ア 人口 

本町の人口は、昭和５３（１９７８）年から大規模な団地開発の整備が開始されるとともに急

速に増加し、平成１０年に２６，１８２人に達したが、その後、都市部への若年層の流出と出生

率の低迷により減少傾向にあり、令和６年４月１日現在で１９，７５１人となっている。 

 

イ 交通 

・道路 

町内の幹線道路は、国道３５６号線及び同バイパス、県道鎌ケ谷本埜線バイパス、主要地方道成

田安食線及び同バイパス、主要地方道美浦栄線となっている。 

そして、国道３５６号線は、東京方面への主要路線であるとともに、同バイパスは、途中、県道

美浦栄線若草大橋を経由して茨城県に通じている。 

また、新たに県道鎌ケ谷本埜線バイパスの開通により、印西市萩原経由による国道４６４号線へ

の乗り入れが可能となりました。 

さらに、成田安食線バイパスは、隣接する成田市へのバス路線として使われている他、町民の通

勤・通学や買い物等の地域交通に欠くことのできない路線である。 

 

・鉄道 

本町の南側を走るＪＲ成田線の安食駅は、町の表玄関として、また、東京方面及び千葉方面への

通勤や通学等の交通手段として、町民の日常生活に欠かすことのできない鉄道駅である。 

 

ウ 産業 

・農業 

長年にわたり本町の基幹産業として町経済を支えてきた農業は、若者の農業離れや農業従事者の

高齢化等を背景に、農家人口、農家数、耕地面積、農業生産額とも減少傾向にある。 

こうした中で、本町の農業を将来にわたって持続可能とするために、農業経営の安定化や高付加

価値化、また、農産物の６次産業化の取り組みが進められている。 

 

・商工業 

商業施設等については、幹線道路の沿道を中心に営まれているが、増加と減少を繰り返しつつも、

近年は減少傾向にある。 

また、工業については、平成２６年から２７年にかけて、事業所数は若干の増加がみられたが、
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従業者数は平成２０年以降、増加と減少を繰り返しつつも、過去１０年間では低い水準にあり、製

造品出荷額等についても、同様の傾向を示している。 

こうした中で、日本初のスーパー堤防として平成４年に完成した利根川矢口地区スーパー堤防上

に形成されている矢口工業団地は、成田空港から近い立地条件もあり、本町の工業の中心を担う工

業団地として、２７社の企業が進出しており、現在、更なる雇用の創出と地域の活性化を図るべく、

工業団地の拡張事業が進められている。 

 

 

３ 地域計画の位置付け 

 

地域計画は、本町の様々な分野の計画や取組の指針となる計画です。 

そこで、上位に位置する国の「国土強靱化基本計画」や「千葉県国土強靱化地域計画」と調和を図

りつつ、栄町総合計画で示されている取り組みや将来像と整合性を取りながら、国土強靭化に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、町の分野別・個別計画の国土強靭化に関する施策の指針

として、基本法第１３条に基づき策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土強靭化計画／千葉県国土強靭化地域計画 

栄町国土強靭化地域計画 栄町総合計画 

◆栄町地域防災計画 

◆栄町総合戦略 

◆栄町都市計画マスタープラン 

◆栄町空家等対策計画           等の分野別・個別計画 

調和 

整合 

国土強靭化に

関する指針 連動 
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４ 栄町地域防災計画との違い 

栄町地域防災計画（以下「防災計画」という。）は、災害の種類ごとの発災前・発災時・発災後

の対応を対象としていますが、地域計画では、地域で想定される自然災害全般の発災前（平常時）

を主な対象として、既存の取組の脆弱性の評価と、想定するリスクシナリオに基づいて、必要とな

る施策等を検討、整理するものです。 

 

項目 地域計画 防災計画 

検討アプローチ 地域で想定される自然災害全般 災害の種類ごと 

主な対象フェーズ 発災前（平常時） 発災前・発災時・発災後 

施策の設定方法 
脆弱性評価と、想定するリスクシ

ナリオに基づいて設定 
― 

重点化 ○ ― 

 

５ 計画の策定と進捗管理 

（１）策定プロセス 

本計画は、国の計画策定ガイドラインを参考として、次のプロセスにより策定する。 

ＳＴＥＰ １ 地域を強靭化する上での目標の明確化 

   ↓ 

ＳＴＥＰ ２ リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）の設定 

   ↓ 

ＳＴＥＰ ３ 強靭化に係る施策分野の設定 

   ↓ 

ＳＴＥＰ ４ 脆弱性の分析と評価 

   ↓ 

ＳＴＥＰ ５ リスクシナリオの対応策の検討と事業化 
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（２）計画期間 

本町における国土強靭化の取り組みは、栄町総合計画と整合・連動させて推進する必要がある。 

このことから、本計画の計画期間は、令和７年度を初年度として、栄町総合計画後期基本計画

の最終年となる令和８年度までの２年間とする。 

 

（３） 進捗管理 

地域計画策定後は、地域計画による国土強靱化の取組を着実に推進するため、設定した重要業

績指標の目標値等を用いて進捗管理を行うとともに、必要に応じて施策の見直しを行うこととす

る。 

 

（４） 計画の見直し 

本計画の見直しについては、国の基本計画や県の地域計画の見直し、栄町総合計画の見直しと

整合性をとって行うことを基本とする。 

ただし、本町を取り巻く環境や社会情勢の変化、具体的な取組みの進捗状況等を考慮し、計画

期間中においても必要に応じて見直しを行うこととする。 

 

 

 

 

〈参 考〉 

栄町総合計画（平成３１年３月策定）の計画期間 

・基本構想     平成３１年（令和元年）度～令和８年度 

・前期基本計画   平成３１年（令和元年）度～令和４年度 

・後期基本計画   令和５年度～令和８年度 
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（１）「基本目標」と「事前に備えるべき目標」の設定 

地域計画の策定にあたっては、国土強靭化基本計画（以下、「基本計画」という。）との調和を保

ちつつ、地域の状況に応じた目標を設定することが必要とされていることを踏まえ、基本計画を踏襲

した４つの基本目標と、基本目標をより具体化した８つの「事前に備えるべき目標」を、基本計画及

び千葉県国土強靭化地域計画を参考に、次のとおり設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 地域の強靭化推進に係る目標の設定 ＳＴＥＰ １ 

【基本目標】 

いかなる大規模自然災害が発生しようとも 

Ⅰ 人命の保護が最大限図られること 

Ⅱ 町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること 

Ⅲ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

Ⅳ 迅速な復旧・復興 

【事前に備えるべき目標】 

① 直接死を最大限防ぐ 

② 救助、救命、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する。 

③ 必要不可欠な行政機能を確保する 

④ 必要不可欠な情報通信機能を確保する 

⑤ 経済活動を機能不全に陥らせない 

⑥ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 

⑦ 制御不能な二次災害を発生させない 

⑧ 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する 
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（２）国土強靭化を推進する上で留意すべき事項 

 

①国土強靭化の取組姿勢 

・ 本町の強靭化を損なう原因として何が存在しているのかをあらゆる側面から検証しながら、取

り組みを推進する。 

・ 短期的な視点によらず、長期的な視野を持って計画的に取り組みを推進する。 

 

②適切な施策の組み合わせ 

・ 災害リスクや地域の状況等に応じて、ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせながら、効

果的に施策を推進する。 

・ 「自助」、「共助」、「公助」を適切に組み合わせ、町と町民、民間事業者等が適切に連携及

び役割分担を行いながら取り組みを推進する。 

 

③効率的な施策の推進 

・ 町民の需要の変化や社会資本の老朽化、財政状況等を踏まえ、施策の持続的な実施や、施策の

重点化を図る。 

・ 非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時においても有効活用される対策とな

るように工夫する。 

 

④地域の特性に応じた施策の推進 

・ 地域の特性に応じて、自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮する。 

・ 人のつながりやコミュニティ機能の向上と、地域における強靭化を推進する担い手が適切に活

動できる環境整備に努める。 

・ 高齢者、子供、障害者、性別、外国人等に配慮した施策を推進する。 

 

⑤ＳＤＧｓとの関連付け 

・ 国土強靭化を推進する上では、国連の持続可能な開発のための国際目標である「ＳＤＧｓ

（Sustainable Development Goals）」の目標達成に向けた取り組みと関連付けて、施策を推進す

ることも必要である。 

 

  



- 9 - 

 

 

１ 想定されるリスク 

町民の生活及び経済に甚大な影響を及ぼす大規模自然災害としては、地震、風水害及び、土砂災

害等とし、これらを想定したリスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）の設定と脆弱性の評

価を実施する。 

 

 直近の災害と主な被害の状況  

 

〈地震〉 

○ 平成２３年３月１１日 東日本大震災 

・震  度  ６弱 

・住家被害 １，１５５棟（全壊１０棟、半壊１０９棟、一部損壊１，１０３棟） 

・公共施設の被害 役場庁舎、小中学校校舎・体育館の破損、道路・公園の破損・液状化 等 

・その他被害 停電２，８００軒、断水１６８戸、浄化槽使用不能等１９戸、農地の液状化及び

田面・畑面の亀裂 ５５ｈａ 等 

〈風水害、土砂災害〉 

○ 令和元年台風１５号（房総半島台風） 

・最大瞬間風速 ４５．８ｍ／ｓ（令和元年９月９日５時４０分：成田観測所気象データ） 

・人的被害 重症２名、軽症２名 

・住家被害 一部損壊１９０棟 

・その他被害 停電３，５００軒、断水５８０戸、農業用ハウスの倒壊１０７棟 等 

○ 令和元年台風１９号（東日本台風） 

・最大瞬間風速 ３０．９ｍ／ｓ（令和元年１０月１２日２０時１０分：成田観測所気象データ） 

・住家被害 一部損壊１７棟 

・利根川の水位上昇  最大水位６．７７ｍ（１０月１３日１９時００分）*氾濫注意水位 4.95ｍ 

・避難者  ６１３人（町内の１２避難所を全て開設）*利根川増水に伴う避難者を含む 

○ 令和元年１０月２５日の大雨 

・１日合計降水量 １９３㎜ 

・住家被害 床下浸水５棟 

・その他被害 停電３０軒、断水３０戸、がけ崩れ１５ヵ所、農地の浸水１７．６ｈａ 等  

第２章 リスクシナリオの設定と脆弱性の評価 ＳＴＥＰ ２ 
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２ リスクシナリオの設定 

本地域計画において、想定するリスクシナリオについては、国の基本計画及び千葉県国土強靭化地

域計画のリスクシナリオを参考に、本町の地域特性等を考慮して、次のとおり３３のリスクシナリオ

を設定した。 

また、設定した３８のリスクシナリオについて、国・県が定める重点化プログラムとの整合性を考

慮しつつ、特に人命の保護、地域経済への影響等の観点から、重要度、緊急度を精査し設定した。 

 

リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

1 

 
 
 
直接死を最大限防ぐ 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が
集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災に 
よる多数の死傷者の発生 

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷
者の発生 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

2 

 
 
救助、救命、医療活動
が迅速に行われると
ともに、被災者等の健
康・避難生活環境を確
実に確保する。 

2-1 被災地での食糧・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 警察、消防等の被災等による救助・救命活動等の絶対的不足 

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足、支援ルートの途絶による医
療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病、感染症等の大規模な発生 

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の
健康状態の悪化・死者の発生 

3 

必要不可欠な行政機
能を確保する 

3-1 被災による警察機能の大幅な低下による治安の悪化及び、信号
機の全面停止等による重大交通事故の多発 

3-2 町職員・公共施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

4 

 
必要不可欠な情報通
信機能を確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達
できない事態 

4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝
達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 

 
 
 
 
経済活動を機能不全
に陥らせない 
 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力の低下 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供
給の停止 

5-3 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

5-4 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

5-5 金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活や商取引等へ
の甚大な影響 

5-6 食糧等の安定供給の停滞 

5-7 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影
響 

6 

ライフライン、燃料供
給関連施設、交通ネッ
トワーク等の被害を
最小限に留めるとと

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油、都市
ガス、ＬＰガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 
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もに、早期に復旧させ
る 

6-4 基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長期間にわた
る機能停止  

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

7 

 
 
制御不能な二次災害
を発生させない 

7-1 市街地での大規模火災の発生による二次災害の発生 

7-2 沿線・沿道の建物倒壊、道路の陥没等による交通麻痺による二
次災害の発生 

7-3 防災インフラ等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

7-4 有害物質の大規模拡散・流出及び風評被害等の二次災害の発生 

7-5 農地の荒廃等による被害の拡大 

8 

 
 
 
 
地域社会・経済が迅速
に再建・回復できる条
件を整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大
幅に遅れる事態 

8-2 復興を支える人材等の不足、より良い復興に向けたビジョンの

欠如等により復興できなくなる事態 

8-3 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生によ
り復興が大幅に遅れる事態 

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等
による有形・無形の文化の衰退・損失 

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進ま
ず復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-6 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等
による経済等への甚大な影響 

 

 

強靭化に向けて取り組むべき施策については、リスクシナリオを回避するために必要な施策を念頭

に置きつつ、千葉県国土強靭化地域計画や栄町総合計画を参考に、次の５つの施策分野を設定した。 

 

（１）行政機能 

 

（２）福祉・保健医療・子育て 

 

（３）住宅・環境・都市・交通 

 

（４）産業・観光 

 

（５）教育・文化 

 

 

 

３ 強靭化に係る施策分野の設定 ＳＴＥＰ ３ 
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（１）脆弱性の分析と評価の方法 

本町における現行の施策分野別の取組状況等を基に、３８の起きてはならない最悪の事態（リス

クシナリオ）毎の、本町の国土強靭化に資する施策と不足する分野について、マトリクス表（下図）

を用いて整理し、脆弱性の分析と評価を行った。 

 

【マトリクス表】（イメージ） 

 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 

施策分野 

行政機能 
福祉・保健医

療・子育て 

住宅・環境・

都市・交通 
産業・観光 教育・文化 

1-1 

 

住宅・建物・交通施設等の複

合的・大規模倒壊や不特定多

数が集まる施設の倒壊による

多数の死傷者の発生 

 

    

1-2 

密集市街地や不特定多数が集

まる施設における大規模火災

による多数の死傷者の発生【 

 
    

1-3 

 

突発的又は広域かつ長期的な

市街地等の浸水による多数の

死傷者の発生 

 

    

1-4 

 

 

大規模な土砂災害等による多

数の死傷者の発生 

 
    

 

 

 

 

 

  

４ 脆弱性の分析と評価 ＳＴＥＰ ４ 

リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ
毎
の
分
析
・
評
価 

施策分野毎の分析・評価 
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（２）脆弱性の分析と評価の結果 

 

脆弱性の分析と評価の結果は、「資料編」として「別冊」に整理している。 

なお、リスクシナリオに対する脆弱性の分析・評価の結果については、資料編中の表１のとおりで

ある。 

また、リスクシナリオ施策分野との関わりについては資料編の表２、リスクシナリオと施策のマト

リクスについては資料編の３のとおりである。 

なお、本結果を踏まえて要点をまとめると、次のとおりである。 

 

①地域の特性を踏まえた施策の推進 

本町の国土強靭化を推進するうえでは、発生リスクの高まっている首都直下地震や、近年の異常

気象がもたらす豪雨や台風の頻発・大型化等を要因とする風水害・土砂災害への備えが必要である。 

本町は、平成２３年に発生した東日本大震災では、震度６弱の揺れを記録して、住家や公共施設

等に大きな被害を受け、また、令和元年に立て続けに千葉県を襲った台風や豪雨では、町内の随所

で、停電や、家屋・農業被害、土砂崩れ等が発生しており、これらを踏まえて、本町が有する地域

特性から想定されるリスクを洗い出して対策を検討していく必要がある。 

 

②ハード整備とソフト対策の適切な組み合わせ 

大規模自然災害等に対応するためには、施設整備や耐震化対策等のハード整備のみでは不十分で

あり、公助と、これを補完する自助・共助の取組等のソフト対策を効果的に組み合わせながら推進

していく必要がある。 

 

③情報の収集と伝達手段の多重化・多様化の推進 

災害が発生した直後はもちろん、災害の発生が予測される場合など、迅速かつ的確な防災活動や

住民の避難行動を実現するためには、正確な災害・防災情報を幅広く収集し、わかりやすく提供、

共有できるようにしていく必要があるため、情報の収集体制と伝達手段の多重化・多様化の一層の

推進を図っていく必要がある。 

 

④ 国や県、地域住民、民間事業者等の多様な主体との連携 

本町における国土強靱化にかかる施策を効果的に実施するためには、国や県、地域住民、民間事

業者等の多様な主体との情報の共有と連携体制の一層の推進を図っていく必要がある。  
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１ 対応方策とＳＤＧｓ、重要業績評価指標（ＫＰＩ）の設定 

「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」毎の脆弱性の分析・評価結果を踏まえ、国や

県の対応方策との関連性を考慮しつつ、リスクシナリオを回避するための施策を検討して、対応方策

を次のとおり整理した。 

また、これらの対応方策の目標とする進捗度を可能な限り定量的に示すため、リスクシナリオ毎に

重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定した。 

更に、国土強靭化の推進では、国連の持続可能な開発のための国際目標である「ＳＤＧｓ」の目標

達成に向けた取り組みと関連付けて推進する必要がある。 

そこで、リスクシナリオ毎の対応方策について、「ＳＤＧｓ」の目標達成に向けた取り組みとの関

連付けを、ＳＤＧｓのアイコンを用いて表記した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 国土強靭化に向けた対応方策 ＳＴＥＰ ５ 
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〔１〕リスクシナリオへの対応方策 

１． 直接死を最大限防ぐ 

関連するＳＤＧｓ 

      

 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数

の死傷者の発生 

地域防災力の向上 

【くらし安全課】 

・地域一丸となって災害に対応するためには、避難行動を含めた住民自身による自助の取組を 

促す必要があることから、学校における防災教育や家庭内備蓄等の防災啓発の推進を図り、併せて、

住民相互による共助の取組も促す必要があることから、自主防災組織の結成・活動促進等に努める。 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

災害情報の収集・伝達手段の多様化 

【くらし安全課】 

・町民が容易に必要な情報を入手できる環境を構築するため、情報収集においては、防災情報シス

テム等に加えＳＮＳからも情報収集を行うとともに、情報発信においても、防災行政無線やＬアラ

ート、情報メール、ＬＩＮＥなどＳＮＳを活用することにより、情報収集力、情報発信力の更なる

多様化及び強化充実を図る。 

・災害時に町から各メディア等に対し、被害情報、避難情報等を迅速かつ正確に提供する体制を強

化する。 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

消防人材・資機材の強化 

【消防総務課】 

・消防業務の質の向上のため、消防職員の人材教育を推進する。 
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・消防団活動の広報や消防団員の加入環境の整備を行うとともに、既存消防団員や機能別消防団員

の人員確保を推進する。 

・大規模災害に対応するため、緊急車両及び資機材の強化を推進する。 

・消防水利及び消防団器具庫の整備や消防団車両の適正な管理を推進する。 

・災害弱者となる方々が迅速かつ的確に避難できるような支援を推進する。 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

建築物や宅地の耐震化の推進 

【都市建設課】 

・住宅の耐震化に関する相談体制を整備するとともに、耐震診断・耐震改修の支援等を推進する。 

・大規模盛土造成地について、地震等による被害を未然に防ぐために、造成地の安全性確認調査を

実施、宅地の耐震化対策を推進します。 

≪主な事業≫ 

○耐震対策事業 ○宅地耐震化推進事業  

 

道路、公園等の防災対策 

【都市建設課】 

・町民が安全・安心に利用できるよう町道の計画的な整備や維持管理を推進する。 

・緑地やオープンスペース（公園等）の計画的な配置・整備や維持管理を推進する。また、災害時

の安全・安心な避難環境の確保を推進する。 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

関係行政機関等との連携 

【くらし安全課】 

・国や県、近隣自治体など平時から連絡体制等を整備し、情報の共有強化を推進する。 

・町民に対して、自治組織への加入促進を図るため、自治会活動の啓蒙啓発を行います 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 
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災害医療体制・福祉の充実 

【健康介護課】 

・災害発生時における医療救護活動を円滑に行うため、県や近隣自治体、医療関係団体等との情報

共有を推進する。 

・高齢者、障害者等の避難行動要支援者に対し緊急的に対応を行えるよう、民間事業者、団体等の

広域的なネットワークの構築を推進 

≪主な事業≫ 

〇医療機関の受診環境整備事業 ○在宅医療・介護連携推進事業 ○避難行動支援者等支援事業 

○個別送受信機貸与事業 ○三師会保健委託事業 

 

大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 

【くらし安全課】 

・災害時の被害の最小化を図るためには、地域防災力の向上が重要であることから、町民一人ひと

り及び地域コミュニティの防災意識の高揚や防災力の強化を図るため、防災教育の推進や自主防災

組織の育成強化等に努める。 

・災害発生時における対応力の育成のため、保育所、幼稚園、認定子ども園、小・中学校等と連携

し避難訓練や引き渡し訓練等を推進する。 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

公共施設等の老朽化対策及び防災拠点の強化 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、都市建設課】 

・公共施設ごとの長寿命化計画に基づき計画的な施設の補修改修・更新を行うとともに、施設 

の適切な維持管理を実施する。 

・町の公共施設は、災害時における避難所や防災拠点として利用されることから、それに対応した

機能の強化を推進する。 

・下水道施設は、ストックマネジメント計画及び総合地震対策計画に沿って機能強化を図る。 

≪主な事業≫ 

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇学校施設大規模改修事業 
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〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 〇総合地震対策計画推進事業等 

〇ストックマネジメント計画推進事業 

 

空き家等対策の促進 

【企画財政課 都市建設課】 

・空き家等対策関連事業を推進し、空き家等対策を促進する。 

≪主な事業≫ 

〇空き家バンク活用の促進事業 〇空き家等適正管理事業 ❍空き家等実態調査事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数 １，０００人 ２，０００人 

災害時食料の備蓄率 ５２．５％ １００％ 

個別避難計画策定率 ２８．６０％ １００％ 

自主防災組織加入率 ５７％ 推進 

消防団新規入団者 ５人 ２０人 

町道の整備延長 ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率 ２４．１６％ ２５．８４％ 

公園の整備実施箇所数 推進 推進 

公共施設等の長寿命化事業数 １０箇所 ２７箇所 

 

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生  

火災予防対策等の推進 

【消防総務課】 

・感震ブレーカー、住宅用火災警報器、消火器等について、設置を促進する必要がある。 

・防火管理が必要な建物や危険物を取り扱う事業所に対する防火指導などにより、火災予防対策を

推進する。 

≪主な事業≫ 

○火災予防対策推進事業 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 
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≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●建築物や宅地の耐震化の推進 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○耐震対策事業 ○宅地耐震化推進事業  

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●災害医療体制・福祉の充実 1-1再掲 

【健康介護課】 



- 20 - 

 

≪主な事業≫ 

〇医療機関の受診環境整備事業 ○在宅医療・介護連携推進事業 ○避難行動支援者等支援事業 

○個別送受信機貸与事業 ○三師会保健委託事業 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●公共施設等の老朽化対策及び防災拠点の強化  1-1再掲 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、都市建設課】 

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇学校施設大規模改修事業 

〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 〇総合地震対策計画推進事業等 

〇ストックマネジメント計画推進事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

住宅火災警報器の設置率 ６４．５％ ８５．０％ 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

消防団新規入団者（再掲） ５人 ２０人 

個別避難計画策定率（再掲） ２８．６０％ １００％ 

公共施設等の長寿命化事業数（再掲） １０箇所 ２７箇所 

  

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

河川等の整備 

【都市建設課】 

・国、県と連携し、河川の改修や護岸整備等を計画的に推進する。 

≪主な事業≫ 

○長門川護岸整備の推進 ○橋梁整備事業 

 

大規模水害対策の推進 
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【くらし安全課 下水道課】 

・洪水ハザードマップや内水ハザードマップ等の各種ハザードマップの作成を推進する。 

≪主な事業≫ 

○雨水推進整備推進事業 ○その他防災事務事業 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業 

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 
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●災害医療体制・福祉の充実 1-1再掲 

【健康介護課】 

≪主な事業≫ 

〇医療機関の受診環境整備事業 ○在宅医療・介護連携推進事業 ○避難行動支援者等支援事業 

○個別送受信機貸与事業 ○三師会保健委託事業 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●公共施設等の老朽化対策及び防災拠点の強 1-1再掲 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、建設課】 

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇学校施設大規模改修事業 

〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 〇総合地震対策計画推進事業等 

〇ストックマネジメント計画推進事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

個別避難計画策定率（再掲） ２８．６０％ １００％ 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

消防団新規入団者（再掲） ５人 ２０人 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

公共施設等の長寿命化事業数（再掲） １０箇所 ２７箇所 

 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

激甚化する自然災害に備えた土砂災害対策 

【くらし安全課 都市建設課】 

・地すべり・砂防・急傾斜地崩壊対策等のハード整備を推進する。また、土砂災害のおそれのある
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区域の周知に努めるとともに、警戒避難体制の整備や住宅等の新規立地の抑制等を推進する。 

・既に指定されている土砂災害危険箇所のほか、町内に点在する新たな土砂災害危険箇所等の調査

を行い区域指定の手続きを行うとともに、区域内に居住する住民への事前周知など積極的な呼び掛

けを推進する。 

・急傾斜地の土砂災害防止工事が実施されるよう、地域住民への協力及び受益者の負担を求め、県

事業への協力及び要望活動を推進する。 

≪主な事業≫ 

○土砂災害対策事業 ○住宅地開発誘導事業 

 

大規模盛土造成地の安全性 

【都市建設課】 

・町内に存在する大規模盛土造成地の安全性の確保のため、情報収集や調査・分析など計画的に推

進する。 

≪主な事業≫ 

○宅地耐震化推進事業 

 

土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体制の整備等への支援 

【くらし安全課 健康介護課】 

・土砂災害ハザードマップ等の整備を推進する。また、要配慮者利用施設における避難確保計画の

作成や避難訓練の実施について、町と連携し、施設管理者が作成する計画や訓練の実施を支援する。 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○情報連携強化事業 ○地域防災力向上事業  

○避難行動支援者等支援事業  

 

土砂災害警戒情報の発表 

【くらし安全課】 

・早期避難による人的被害の防止のため、銚子地方気象台と連携し、土砂災害警戒情報や危険度メ

ッシュ情報などの補足情報を住民へ提供する。 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業  
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●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

個別避難計画策定率（再掲） ２８．６０％ １００％ 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

消防団新規入団者（再掲） ５人 ２０人 

 

２． 救助、救命、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確

保する。（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

関連するＳＤＧｓ 
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 2-1 被災地での食糧・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

食料等の備蓄及び物資の確保 

【くらし安全課】 

・町民に対し災害時に必要となる備蓄品の備蓄要請を促すため、啓発活動を推進する。また、町に

おける備蓄については、引き続き計画的な更新を推進する。 

・災害時応援協定による物資調達や受援計画に基づき広域連携した物資調達の実効性を確保すると

ともに、物資輸送の効率性を考慮して物資集積拠点を配置し、円滑な輸送、管理体制を構築する。 

≪主な事業≫ 

〇備蓄品等購入事業 

 

上水道施設の防災対策の推進 

【くらし安全課 消防総務課】 

・災害発生時において安定した給水機能の維持・確保を図る。 

・上水道施設の長寿命化や耐震化、停電対策等を推進する。 

･ 飲料水兼用型耐震性貯水槽または防災用井戸の整備促進を図る。 

≪主な事業≫ 

○避難体制整備事業 ○災害支援拠点整備 ○消防水利新設事業 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 
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●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連）1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●公共施設等の老朽化対策及び防災拠点の強化 1-1再掲 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、建設課】 

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇学校施設大規模改修事業 

〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 〇総合地震対策計画推進事業等 

〇ストックマネジメント計画推進事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数  １，０００人 ２，０００人 
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災害時食料の備蓄率 ５２．５％ １００％ 

自主防災組織加入率 ５７％ 推進 

消防団新規入団者 ５人 ２０人 

公共施設等の長寿命化事業数 １０箇所 ２７箇所 

 

2-2多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 
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●食料等の備蓄及び物資の確保 2-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

〇備蓄品等購入事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

災害時食料の備蓄率（再掲） ５２．５％ １００％ 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

公園の整備実施箇所数（再掲） 推進 推進 

 

2-3 警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

防犯対策の推進 

【くらし安全課】 

・犯罪を未然に防止するため、町・警察が連携し防犯の啓発を実施します。また巧妙化する犯罪に

防犯活動を行います。 

・防犯団体と連携し、防犯パトロールや啓発活動を実施します。 

≪主な事業≫ 

○地域・警察と連携した防犯活動事業 ○防犯ボックス事業 

 

消防関係施設の耐震化・老朽化対策の推進 

【消防総務課】 

・消防庁舎の耐震化など地域における活動拠点となる施設の耐災害性を強化する。 

・消防施設の、より一層の耐震化・耐災害性の強化を図るとともに、老朽化した施設を計画的に更

新する。 

≪主な事業≫ 

〇公共施設等大規模改修事業（消防庁舎） 〇消防団器具庫等整備事業 

 

緊急消防援助隊の車両整備等 

【消防総務課】 
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・消防等において災害対応力強化のための体制、装備資機材等の充実強化を推進する。 

≪主な事業≫ 

〇消防車両等整備事業 〇緊急援助隊関連事業 

 

消防救急無線のデジタル化 

【消防総務課】 

・消防救急デジタル無線など情報通信機能の耐災害性の強化、高度化を着実に推進する。 

≪主な事業≫ 

〇通信指令事業 

 

消防団員の確保対策 

【消防総務課】 

・消防団員の確保促進や充実・強化を図るとともに、さらに災害対応力強化のための人材育成、装

備資機材等の充実・強化を推進する。 

≪主な事業≫ 

〇消防団員確保事業 

 

地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 
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○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

消防団新規入団者（再掲） ５人 ２０人 

 

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生 

帰宅困難者対策の推進 

【くらし安全課】 

・公共交通機関等の被災に伴う機能停止により、帰宅困難者が発生した場合に備え、県や災害時応

援協定を結ぶ事業者等と連携して、帰宅困難者の受入れに必要な一時滞在施設の確保や施設におけ

る飲料水、食料等の備蓄などの対策を促進する。 

≪主な事業≫ 

○備蓄品等購入事業  

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●食料等の備蓄及び物資の確保 2-1再掲 
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【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

災害時食料の備蓄率（再掲） ５２．５％ １００％ 

 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●建築物や宅地の耐震化の推進 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○耐震対策事業 ○宅地耐震化推進事業  

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●災害医療体制・福祉の充実 1-1再掲 

【健康介護課】 
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≪主な事業≫ 

〇医療機関の受診環境整備事業 ○在宅医療・介護連携推進事業 ○避難行動支援者等支援事業 

○個別送受信機貸与事業 ○三師会保健委託事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

個別避難計画策定率（再掲） ２８．６０％ １００％ 

消防団新規入団者（再掲） ５人 ２０人 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２０．２９％ ２５．６９％ 

 

 2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

避難所における衛生管理 

【くらし安全課】 

・避難所における感染症新型ウイルス等の感染を防ぐため、パテーション等の施設備品や消毒液等

の衛生用品の整備を推進する。 

・避難所など平時と異なる生活環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、避難所における飲料水の安

全確保、室内環境の調査・助言・指導、トイレやごみ保管場所の適正管理などを推進する。 

≪主な事業≫ 

○備蓄品等購入事業 ○避難体制整備事業  

 

公共施設等の衛生管理 

【企画財政課 経済環境課、教育課 生涯学習課】 

・避難所や小中学校、公共施設等の防災拠点において、災害時に速やかにし尿等を排除するなどの

対策を推進する。 

≪主な事業≫ 

○し尿等の適正処理の推進 〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 

〇学校施設大規模改修事業 〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業  

 

予防接種の実施 

【健康介護課】 
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・平時から、感染症の発生や蔓延を防止するための予防接種を促進する。 

≪主な事業≫ 

○感染症予防事業 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●災害医療体制・福祉の充実 1-1再掲 

【健康介護課】 

〇医療機関の受診環境整備事業 ○在宅医療・介護連携推進事業 ○避難行動支援者等支援事業 

○個別送受信機貸与事業 ○三師会保健委託事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

 

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 
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●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●災害医療体制・福祉の充実 1-1再掲 

【健康介護課】 

≪主な事業≫ 

〇医療機関の受診環境整備事業 ○在宅医療・介護連携推進事業 ○避難行動支援者等支援事業 

○個別送受信機貸与事業 ○三師会保健委託事業 

 

●避難所における衛生管理 2-6再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○備蓄品等購入事業 ○避難体制整備事業  

 

●公共施設等の衛生管理 2-6再掲 

【企画財政課 経済環境課、教育課 生涯学習課】 

≪主な事業≫ 

○し尿等の適正処理の推進 〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 

〇学校施設大規模改修事業 〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業  

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 
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３． 必要不可欠な行政機能を確保する 

関連するＳＤＧｓ 

      

 

3-1 被災による警察機能の大幅な低下による治安の悪化及び信号機の全面停止等による重大交

通事故の多発 

地域防犯力の向上 

【くらし安全課】 

・災害時の治安の悪化を防止するため、平時から自主防犯組織が実施する防犯パトロールに対する

支援や、防犯街灯、防犯カメラの整備促進により、地域の防犯力の向上を図る。 

≪主な事業≫ 

○防犯ボックス事業 ○防犯カメラ設置事業 ○防犯灯設置管理事業  

 

災害時交通ネットワークの構築 

【くらし安全課】 

・停電等による信号機の停止が原因となる交通渋滞、交通事故を回避するため、国、県、警察等と

連携を図るとともに、交通安全施設の強化を推進する。 

≪主な事業≫ 

○地域・警察と連携した防犯活動事業 ○交通安全施設整備事業等 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●関係行政機関等との連携  1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 
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指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

消防団新規入団者（再掲） ５人 ２０人 

 

3-2 町職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

町の業務継続に必要な体制の整備 

【総務課 くらし安全課】 

・災害発生時においても、業務継続の実効性のある体制を確保するため、必要な人員や資源の継続

的な確保、受援体制の強化、定期的な教育等の実施、防災訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化

等に応じた体制の見直しを行う。 

≪主な事業≫ 

○人材育成事業 〇職場環境の整備事業 ○防災訓練充実事業 ○職員自主行動強化事業 

 

総合防災訓練等の実施 

【くらし安全課】 

・応急対処能力の向上等を図るため、自衛隊、警察、消防等防災関係機関と連携した地震等の災害

に即した実践的な総合防災訓練や災害対策本部設置等の図上訓練などを引き続き実施する。 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 

 

行政機関等の機能低下回避 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、都市建設課】 

・公共施設は災害時に防災拠点となるなど、防災上重要な施設としての役割を担っていることから、

行政機関等の施設等の被災による機能の大幅な低下を回避するため、長寿命化対策の中で、耐震対

策など計画的な施設整備や適切な維持管理に努める。 

≪主な事業≫ 

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇学校施設大規模改修事業 

〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 〇総合地震対策計画推進事業等  

〇ストックマネジメント計画推進事業 
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●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

公共施設等の長寿命化事業数（再掲） １０箇所 ２７箇所 

 

４． 必要不可欠な情報通信機能を確保する 

関連するＳＤＧｓ 

    

 4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

災害時通信環境の整備 

【くらし安全課、企画財政課、教育課】 

・災害時における避難所には、様々な防災情報などを速やかに収集・伝達することが重要あり求め

られるため、多彩な情報伝達手段の確保など通信環境等の整備を推進する。 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 ○ＩＣＴ充実事業 〇ＨＰを活用した行政情報発信事業 

〇ＳＮＳを活用した行政情報発信事業 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  
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●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●消防救急無線のデジタル化 2-3再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

○通信指令事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

消防団新規入団者（再掲） ５人 ２０人 

ＳＮＳのフォロワー数 １１，１６０件 １３，９００件 

ホームページのアクセス件数 １，９５１千件 ２，０９０千件 

 

4-2テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 
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≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●災害時通信環境の整備 4-1再掲 

【くらし安全課、企画財政課、教育課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 ○ＩＣＴ充実事業 〇ＨＰを活用した行政情報発信事業 

〇ＳＮＳを活用した行政情報発信事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

ＳＮＳのフォロワー数（再掲） １１，１６０件 １３，９００件 

ホームページのアクセス件数（再掲） １，９５１千件 ２，０９０千件 

 

4-3災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

災害時避難行動要支援者対策の促進 

【健康介護課】 

・避難行動要支援者対策を効果的に進めるため、町において、名簿の作成と地域との共有及び避難

行動要支援者の個別避難計画策定の取組を一層促進し、避難支援体制の充実を図る。 

≪主な事業≫ 
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○避難行動要支援者等支援事業 ○個別送受信機貸与事業 

 

福祉避難所の指定促進 

【くらし安全課】 

・町における、福祉避難所の指定を一層促進するとともに、避難行動要支援者のための施設整備や

備品の備蓄など、避難環境の整備を図る。 

≪主な事業≫ 

○避難体制整備事業 ○備蓄品等整備事業 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●災害情報の収集・伝達手段の多様化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○情報連携強化事業 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 
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自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

ＳＮＳのフォロワー数（再掲） １１，１６０件 １３，９００件 

ホームページのアクセス件数（再掲） １，９５１千件 ２，０９０千件 

 
５． 経済活動を機能不全に陥らせない 

関連するＳＤＧｓ 

        

 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による生産力の低下 

中小企業の強靱化 

【経済環境課・企画財政課】 

・国や県、商工会等の関係団体、民間保険会社等と連携しながら、中小企業強靱化法に基づく事業

継続力強化計画やＢＣＰの普及啓発及び策定支援に取り組み、中小企業の防災力強化を促進する。 

≪主な事業≫  

○中小企業の経営基盤強化の支援等 ○企業誘致等の推進 

 

空港機能の強化 

【経済環境課・企画財政課】 

・発災後、空港機能が早期復旧できるよう、関係機関の情報共有体制を保持する。 

≪主な事業≫  

○成田空港機能強化連携事業  

 

災害時のエネルギー供給のための体制整備 

【くらし安全課】 

・災害時にエネルギー供給が途絶する事態に備え、ライフライン事業者等との応援協定を締結し、

燃料供給対策を進める必要がある。 

≪主な事業≫  

○災害時予防事業 

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 
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≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

  

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇道路バリアフリー化事業等   

〇公園等整備事業 〇公園バリアフリー化事業等 

 

●災害時のエネルギー供給のための体制整備 5-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫  

○災害時予防事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

 

 5-3 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 
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●建築物や宅地の耐震化の推進 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○耐震対策事業 ○宅地耐震化推進事業  

 

●火災予防対策等の推進 1-2再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

○火災予防対策推進事業 

 

●中小企業の強靱化 5-1再掲 

【経済環境課・企画財政課】 

≪主な事業≫  

○中小企業の経営基盤強化の支援等 ○企業誘致等の推進 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

消防団新規入団者（再掲） ５人   ２０人 

 

 5-4 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●建築物や宅地の耐震化の推進 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○耐震対策事業 ○宅地耐震化推進事業  

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 
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【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●災害時交通ネットワークの構築 3-1再掲 

【くらし安全課】 

○地域・警察と連携した防犯活動事業 ○交通安全施設整備事業等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

公園の整備実施箇所数（再掲） 推進 推進 

 

5-5 金融サービス・郵便等の機能停止による市民生活・商取引等への甚大な影響 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●災害時交通ネットワークの構築 3-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○地域・警察と連携した防犯活動事業 ○交通安全施設整備事業等 

 

●中小企業の強靱化 5-1再掲 

【経済環境課・企画財政課】 

≪主な事業≫  
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○中小企業の経営基盤強化の支援等 ○企業誘致等の推進 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

 

5-6 食料等の安定供給の停滞 

農地・農業水利施設等の管理 

【経済環境課】 

・安定した農業用水を維持するとともに、農地の持つ雨水貯留や土壌流出防止などの機能を保持す

るため、農業水利施設の機能診断等を通じ、計画的な整備、補修及び更新を推進する。 

・生産インフラである農業用ハウスの台風や豪雨などの災害対応強化に向けた支援を行う。 

≪主な事業≫ 

〇土地改良施設等整備推進事業 ○農地多面的機能交付金事業 ○生産性向上設備導入支援事業 

○農業生産安定支援事業 ○地産地消の促進事業 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練参充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●上水道施設の防災対策の推進 2-1再掲 

【くらし安全課 消防総務課】 

≪主な事業≫ 

○避難体制整備事業 ○災害支援拠点整備  ○消防水利新設事業 

 

●食料等の備蓄及び物資の確保 2-1再掲 
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【くらし安全課 消防総務課】 

≪主な事業≫ 

○備蓄品等購入事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

災害時食料の備蓄率（再掲） ５２．５％ １００％ 

 

5-7 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●農地・農業水利施設等の管理 5-6再掲 

【経済環境課】 

≪主な事業≫ 

〇土地改良施設等整備推進事業 ○農地多面的機能交付金事業 ○生産性向上設備導入支援事業 

○農業生産安定支援事業 ○地産地消の促進事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

公園の整備実施箇所数（再掲） 推進 推進 

 

６． ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早

期に復旧させる 

関連するＳＤＧｓ 
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6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油、都市ガス、ＬＰガスサプライチェ

ーン等の長期間にわたる機能停止 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●災害時のエネルギー供給のための体制整備 5-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫  

○災害時予防事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

  

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●上水道施設の防災対策の推進 2-1再掲 

【くらし安全課 消防総務課】 

≪主な事業≫ 

○避難体制整備事業 ○災害支援拠点整備  ○消防水利新設事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

  

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

下水道施設の防災対策の推進 

【下水道課】 

・災害発生時においても下水道機能を確保するため、下水道施設の長寿命化及び耐震化を計画的に

推進する。 
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・下水道業務継続計画（BCP）の見直しとともに、計画に基づく訓練実施など、災害対応力の向上を

推進する。  

≪主な事業≫  

○ストックマネジメント計画推進事業 ○総合地震対策計画推進事業 

 

合併処理浄化槽設置の推進 

【経済環境課】 

・地震災害に強いといわれる合併処理浄化槽への転換について、補助金制度を活用しながら推進す

る。 

≪主な事業≫  

〇合併処理浄化槽設置整備事業 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●公共施設等の衛生管理 2-6再掲 

【企画財政課 経済環境課、教育課 生涯学習課】 

≪主な事業≫ 

○し尿等の適正処理の推進 〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 

〇学校施設大規模改修事業 〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

公共施設等の長寿命化事業数（再掲） 推進 推進 

公共下水道施設改築更新事業の進捗率 ３２．５％ １００％ 

 

6-4 基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長期間にわたる機能停止  

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 
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≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●食料等の備蓄及び物資の確保 2-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

〇備蓄品等購入事業 

 

●災害時交通ネットワークの構築 3-1再掲 

【くらし安全課】 

○地域・警察と連携した防犯活動事業 ○交通安全施設整備事業等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

災害時食料の備蓄率（再掲） ５２．５％ １００％ 

   

 6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

電源途絶に対する予備電源の確保 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、都市建設課】 

・非常用発電機の整備を促進するとともに、発電設備等供給に係る協定に基づく連携体制の充実を

図る必要がある。 

≪主な事業≫  

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇災害支援拠点整備事業 

〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業  〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業  

〇総合地震対策計画推進事業等 〇ストックマネジメント計画推進事業 
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防災関係機関の情報通信手段の多様化等 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、都市建設課】 

・防災関係機関の拠点となる施設において、情報通信手段の多様化や非常用電源の確保等を進める

必要がある。 

≪主な事業≫  

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇学校施設大規模改修事業 

〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業  

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 〇総合地震対策計画推進事業等  

〇ストックマネジメント計画推進事業 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●激甚化する自然災害に備えた土砂災害対策 1-4再掲 

【くらし安全課 都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○土砂災害対策事業 ○住宅地開発誘導事業 

 

●災害時のエネルギー供給のための体制整備 5-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫  

○災害時予防事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

 

７． 制御不能な二次災害を発生させない 

関連するＳＤＧｓ 
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7-1 市街地での大規模火災の発生による二次災害の発生 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練参充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●公共施設等の老朽化対策及び防災拠点の強化 1-1再掲 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、建設課】 

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇学校施設大規模改修事業 

〇災害支援拠点整備事業 〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業 

〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業 〇総合地震対策計画推進事業等 

〇ストックマネジメント計画推進事業 
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●火災予防対策等の推進 1-2再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

○火災予防対策推進事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

住宅火災警報器の設置率（再掲）  ７０．０％ ８５．０％ 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

消防団新規入団者（再掲） ５人   ２０人 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

公園の整備実施箇所数（再掲） 推進 推進 

公共施設等の長寿命化の推進事業数（再掲） １０箇所 ２７箇所 

公共下水道施設改築更新事業の進捗率（再掲） ３２．５％ １００％ 

 

7-2 沿線・沿道の建物倒壊、道路の陥没等による交通麻痺による二次災害の発生 

災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 

【くらし安全課】 

・災害時応援協定を締結する民間団体等と連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて

協定の内容について見直しを行うなど、連携体制の強化を推進する。 

≪主な事業≫  

○災害時予防事業 

 

●建築物や宅地の耐震化の推進 1-1再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○耐震対策事業 ○宅地耐震化推進事業  

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  
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●消防人材・資機材の強化 1-1再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防職員装備品等整備事業 〇人材開発事業 〇消防団員の確保促進事業 

〇消防団車両整備事業 〇消防団器具庫整備事業 〇消防車両等整備事 ○消防水利新設事業 

 

●消防救急無線のデジタル化 2-3再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇通信指令事業 

 

●消防関係施設の耐震化・老朽化対策の推進 2-3再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇公共施設等大規模改修事業（消防庁舎） 〇消防団器具庫等整備事業 

 

●緊急消防援助隊の車両整備等 2-3再掲 

【消防総務課】 

≪主な事業≫ 

〇消防車両等整備事業 〇緊急援助隊関連事業 

 

●災害時交通ネットワークの構築 3-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○地域・警察と連携した防犯活動事業 ○交通安全施設整備事業等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

公園の整備実施箇所数（再掲） 推進 推進 

  

7-3 防災インフラ等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 
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【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●河川の整備 1-3再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○長門川護岸整備の推進 ○橋梁整備事業 

 

●電源途絶に対する予備電源の確保 6-5再掲 

【くらし安全課 企画財政課、下水道課、教育課、生涯学習課、消防総務課、都市建設課】 

≪主な事業≫  

〇役場庁舎の長寿命化事業 〇公共施設等大規模改修事業 〇災害支援拠点整備事業 

〇避難所環境整備事業 〇給食センター建替事業  〇ふれあいプラザ施設大規模改修事業  

〇総合地震対策計画推進事業等 〇ストックマネジメント計画推進事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

公園の整備実施箇所数（再掲） 推進 推進 

公共施設等の長寿命化事業数（再掲） １０箇所 ２７箇所 

 

 7-4 有害物質の大規模拡散・流出及び風評被害等の二次災害の発生 

有害物質の拡散・流出防止対策の推進 

【経済環境課】 

・有害物質等の公共用水域への流出若しくは地下への浸透又は大気中への放出の防止を図るため、

有害物質を取り扱う施設については、法令に則った設置者の適正な維持管理の徹底を図る。 
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≪主な事業≫ 

〇大気汚染等の情報提供の推進 

 

●中小企業の強靱化 5-1再掲 

【経済環境課】 

≪主な事業≫  

○中小企業の経営基盤強化の支援等 ○企業誘致等の推進 

 

7-5 農地の荒廃等による被害の拡大 

●農地・農業水利施設等の管理 5-6再掲 

【経済環境課】 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

新たな基盤整備事業採択数 １件 ３件 

 

８． 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する 

関連するＳＤＧｓ 

      

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

災害廃棄物処理計画の策定 

【経済環境課】 

・災害廃棄物の処理を適正かつ円滑・迅速に行うための平時の備え及び発災直後からの必要事項を

まとめた災害廃棄物処理計画を策定し、継続的に見直し、処理の実効性向上を推進する。 

≪主な事業≫  

○廃棄物収集・運搬事業 

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  
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●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

 

8-2 道路橋梁等の復旧・復興を担う人材等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

復興を支える人材の確保 

【くらし安全課、企画財政課】 

・災害からの復興に様々な方法で関わってもらえる人材を確保するため、平時から本町の魅力を発

信し、本町のファンづくりを推進する。 

≪主な事業≫  

○町民への加入促進 ○情報発信の充実 

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練参充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 
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●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●河川の整備 1-3再掲 

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○長門川護岸整備の推進 ○橋梁整備事業 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

 

8-3 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●道路、公園等の防災対策 1-1再掲 

【都市建設課】 

〇道路改良事業 〇橋梁整備事業 〇通学路整備事業 〇公園等整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練参充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●河川の整備  

【都市建設課】 

≪主な事業≫ 

○長門川護岸整備の推進 ○橋梁整備事業 
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指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

 

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰

退・損失 

文化財に係る各種防災対策の支援 

【生涯学習課】 

・文化財の保存管理状況の把握に努めるとともに、市町村及び文化財所有者等に対して、大規模自

然災害への予防措置等の指導・助言を行う必要がある。 

≪主な事業≫ 

○文化財等保全・活用事業 

 

生活再建支援 

【くらし安全課】 

・被災者再建支援制度の充実を図るとともに、生活再建関連施策に関する情報提供や生活の復興に

向けた相談体制を整備する必要がある。 

≪主な事業≫  

○災害時復興事業 

 

地域福祉の主体となる団体の活性化 

【くらし安全課、福祉・子ども課】 

・地域住民の支え合い、助け合いを促進するため、社会福祉協議会等の地域福祉の主体となる団体

の活性化を推進する。 

≪主な事業≫  

○町民への加入促進 ○社会福祉協議会運営補助事業 〇民生・児童委員活動支援事業  

 

●地域防災力の向上 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 
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○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○備蓄品整備事業  

 

●関係行政機関等との連携 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○町民への加入促進事業 ○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

 

●大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 1-1再掲 

【くらし安全課】 

≪主な事業≫ 

○防災訓練充実事業 ○地域防災力向上事業 ○町民への加入促進事業 

○栄町地区連絡協議会活動支援の推進等 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

防災訓練参加者数（再掲） １，０００人 ２，０００人 

自主防災組織加入率（再掲） ５７％ 推進 

町道の整備延長（再掲） ２，１０３ｍ ９，６５０ｍ 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

   

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復旧・復興が大幅に遅れる事

態 

応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備の推進 

【くらし安全課】 

・災害時における応急仮設住宅の建設及び民間賃貸住宅の提供について協力体制の整備を推進する。 

≪主な事業≫  

○災害時復興事業 

 

地籍調査の促進 

【都市建設課】 

・迅速な復旧・復興を図るため、地籍調査を促進し、土地境界等を明確にする。 

≪主な事業≫  

○地籍調査事業 
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●中小企業の強靱化 5-1再掲 

【経済環境課・企画財政課】 

≪主な事業≫  

○中小企業の経営基盤強化の支援等 ○企業誘致等の推進 

 

指標（ＫＰＩ） 現況値（Ｒ５年度末） 目標値(Ｒ８年度) 

地籍調査の対象面積に対する進捗率（再掲） ２４．１６％ ２５．８４％ 

 

8-6 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による経済等への甚大な影響 

インフラの防災対策 

【くらし安全課】 

道路の防災、震災対策や洪水・土砂災害・津波・高潮対策等を着実に推進する必要がある。 

≪主な事業≫  

○災害時復興事業 

 

●中小企業の強靱化 5-1再掲 

【経済環境課・企画財政課】 

≪主な事業≫  

○中小企業の経営基盤強化の支援等 ○企業誘致等の推進 

 


